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【研究ノート】

ERPパッケージ導入による給食管理業務の
改善効果の測定・評価

－TDABCによる試み－

木 村 眞 実

Abstract
The purpose of this paper is to measure the improvement of food service management op-

erations by TDABC. As a result, this paper clarifies the following（１）TDABC can be applied
to high school food service management operations.（２）TDABC can measure the improvement
of food service management operations. （３）The ERP package "RAKUKON" can save５,９４２
minutes/month and２９９,５７８yen/month. The reduced work time（surplus time）can be spent on
high value-added work by regular employees. For example, cost accounting based on TDABC.
By using the reduced resources for other activities, it is possible to develop corporate activi-
ties.

Keywords: TDABC, high school cafeteria, ERP package

１．はじめに

ABC（Activity-Based Costing：活動基準原価計算）では，活動ドライバー（検査時間等）
で間接費を各製品へ配賦し，すべての活動時間に占める各活動の構成割合を明らかにする．し

かし，集計データが主観的，計算が煩雑，収益との結びつきが不明瞭という課題があった．そ

こで，開発されたのが TDABC（Time-Driven Activity-Based Costing：時間主導型 ABC）で
ある（福田，２００９）．

ABCと TDABCの違いは，ABCでは従業員の「すべての活動時間に占めるそれぞれの活動
の構成割合」を明らかにするのに対して，TDABCでは「個々の活動１回あたりの平均時間」
を集計する点にある（福田，２００９，１３２）．

キャプランとアンダーソンが２００３年に TDABCを提唱してから，国内外において TDABC
に関する研究が行われてきた．庵谷（２０１５）によれば，海外研究者による TDABCの研究は，
①TDABCの計算構造，②TDABCの実践的影響，および③TDABCの計算構造および実践的
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影響に関する混合研究に分類される．このうち，①では，計算構造が抱える測定誤差や配賦差

異などの問題を解明することを目的とし，実験室実験，アーカイバルデータの分析，シミュレー

ション実験などの定量的方法を採用しながら頑健な手続きのもとでの実証研究を行う（庵

谷，２０１５，２４）．②では，TDABCの実践的影響を解明するために，TDABC導入組織の事例
研究といった定性的方法を採用しながら組織コンテクストに配慮した研究を行う．たとえば，

比較事例研究によって，TDABC設計プロセスにおける組織構成員の参加やリーダーシップの
影響を解明する（庵谷，２０１５，２５）．

他方，国内研究者による TDABCの研究は，キャプランとアンダーソンの所説に基づき
TDABCの比較優位性を問う理論研究を指向している（庵谷，２０１５，２５）．分類すると，①TDABC
の計算構造，②キャパシティ管理としての有用性，③TDABCと諸技法との比較や応用・併用
可能性，である．このうち①と②は，TDABCの意義を計算構造の解明等を通じて直接的に問
う研究であるが，③は周辺領域との融合，他技法との接点を意図した研究であり，たとえば，

BPM（Business Process Management）との応用・併用の可能性を解明する研究がある（庵
谷，２０１５，２０）．

上述のように国内外において TDABCに関する研究が進められている．しかし，庵谷（２０１５）
が指摘するように，実際の諸環境要因における TDABCの計算構造の解明を学術的志向で高
めるためには，実験的な導入によってデータを収集・分析することが研究方法に求められる（庵

谷，２０１５，３０）．TDABCを実験的に導入した国内研究として，たとえば，高校食堂を対象と
した鳥居・志村（２０１３）がある．庵谷（２０１５）では，国内研究の①TDABCの計算構造に分類
される．

本研究では，実験的に TDABCを導入し，データの収集・分析を行うことで，実際の諸環
境要因のもとで TDABCの計算構造がどのような影響を受けるのかを解明することを目的と
する．そこで本稿では，研究対象を高校食堂として，ERP（Enterprise Resource Planning）
パッケージの導入による給食管理業務の改善効果の測定・評価を，TDABCによって行う．

２．研究方法

２.１ TDABCにおける計算ステップ

TDABCでは，以下の７つのステップで「未利用キャパシティ」を計算する（下記（１）～
（７）参照）．なお，本節における数値例は福田（２００９）による．

まず，ステップ（１）において，供給されたキャパシティ・コスト（部門総費用）を，供給

資源の実際キャパシティ（実際作業時間）で除して，キャパシティ・コスト率（金額/分）を
計算する．「供給資源の実際キャパシティ」とは実際の作業時間であり，作業へ従事した時間

を集計する．

ステップ（２）において各活動１件当たりのキャパシティ量（分/件），つまり，１件当たり
の平均作業時間を集計する．

ステップ（３）では，ステップ（１）で計算したキャパシティ・コスト率（金額/分）へ，ス
テップ（２）で集計した各活動の１件当たりキャパシティ量（分/件）を乗じて，各活動のコス
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ト・ドライバー率（金額）を計算する．

ステップ（４）では各活動のコスト・ドライバー量（件数）を集計する．

ステップ（５）において，ステップ（３）で計算した各活動のコスト・ドライバー率（金額）

へ，ステップ（４）で集計した各活動のコスト・ドライバー量（件数）を乗じて，各活動の総

コスト（金額）を計算する．

ステップ（６）において，ステップ（２）で集計した各活動の１件当たりキャパシティ量（分

/件）へ，ステップ（４）で集計した各活動のコスト・ドライバー量（件数）を乗じて，各活動
の所要時間（分）を計算する．

そして，ステップ（７）において，実際作業時間と，ステップ（６）で計算した各活動の所要

時間の合計時間との差から，所要時間に係る「未利用キャパシティ」を計算する．また，部門

総費用と，ステップ（５）で計算した各活動の総コストの合計との差から，総コストに係る「未

利用キャパシティ」を計算する．

（１）キャパシティ・コスト率を計算する．

キャパシティ・コスト率＝
（１）供給されたキャパシティ・コスト（部門総費用）（金額）
（２）供給資源の実際キャパシティ（実際作業時間）（分）* ＝

（１）$５６７,０００
（２）６３０,０００分*

＝０.９$/分
*実際に作業へ従事した時間：６３０,０００分＝（作業時間４５０分－休憩時間７５分）×６０日
×２８名

（２）各活動の１件当たりキャパシティ量（平均単位時間等の推定値）を把握する．

例：顧客注文処理８分/件．
（３）各活動のコスト・ドライバー率を計算する．

例：顧客注文処理$７.２（＝キャパシティ・コスト率０.９$/分×１件当たりキャパシティ
量８分/件）

（４）各活動のコスト・ドライバー量（件数）を把握する．

例：顧客注文処理４９,０００件
（５）各活動の総コストを計算する．

例：顧客注文処理＄３５２,８００（＝コスト・ドライバー率$７.２×コスト・ドライバー量
４９,０００件）

（６）各活動の所要時間を計算する．

例：顧客注文処理３９２,０００分（＝１件当たりキャパシティ量８分/件×コスト・ドライ
バー量４９,０００件）

（７）未利用キャパシティを所要時間と総コストについて計算する．

例：所要時間の未利用キャパシティ５１,４００分 ｛＝実際作業時間６３０,０００分－各活動
所要時間計（利用キャパシティという）５７８,６００分｝
例：総コストの未利用キャパシティ$４６,２６０ ｛＝部門総費用$５６７,０００－各活動の総
コスト計（利用キャパシティという）$５２０,７４０｝．
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出所：福田（２００９）．

表１ 福田（２００９）によるTDABC の集計表

$５６７,０００６３０,０００合 計

$４６,２６０５１,４００未利用キャパシティ

$５２０,７４０５７８,６００利用キャパシティ

$１１２,５００１２５,０００２,５００$４５.００５０顧客信用調査

$５５,４４０６１,６００１,４００$３９.６０４４顧客対応処理

$３５２,８００３９２,０００４９,０００$７.２０８顧客注文処理

総コスト
（金額）
（＝②×③）

所要時間
（分）

（＝①×③）
③量
（件数）

②コスト・ドライバー率
（金額）

①単位時間
（分/件）

活 動
TDABCコスト・ドライバー

上記ステップを経て集計する結果は以下の表１である（福田，２００９，１３３）．

２.２ 研究手法

上述したように，TDABCの実験的な導入研究として鳥居・志村（２０１３）がある．鳥居・志
村（２０１３）では，大学食堂を対象としてメニュー別の収益性分析を明らかにするために，TDABC
による原価計算を行う．研究手法は，大学食堂の従業員および管理者へのインタビュー調査と

直接観察であり，その結果で得たデータを分析する．分析の結果，TDABCによって，メニュー
別での利益が明確化された．

そして，鳥居・志村（２０１３）では TDABCの優位性について言及する．大学食堂には７つ
の活動（オープンと受入，仕込み，下準備，発注，調理と盛り付け，皿洗い，清掃とクローズ）

がある．また，１回の食事では数種の食事メニューが提供されることから，メニュー別に，活

動が細分化される．したがって，活動別に費用を配分することは容易ではない．しかし，TDABC
では，各メニューの作業時間にキャパシティ・コスト・レート（Capacity Cost Rate：CCR）
を乗じて費用を配分することから，原価計算のスピードアップにつながった（鳥居・志

村，２０１３，１４）．なお，CCRは，部門別の費用を実際的生産能力（Practical Capacity）で除
して求める（鳥居・志村，２０１３，２）．

さらに，鳥居・志村（２０１３）では「食堂」という研究対象へ TDABCを適用する際の課題
として，時間集計の複雑さを指摘する．食堂では，メニューによって，調理作業が異なるため，

各メニューの原価を計算する前のステップで行う「時間方程式」で CCRを導き出すことは容
易ではない．そこで，大学食堂で，通常提供されている全メニューではなく，集計対象を３つ

のメニューに限定した（鳥居・志村，２０１３，１４）．つまり，「調理」という作業が全てのメニュー

で同一であれば時間集計は比較的容易であるが，実際には「調理」という作業はメニューによっ

て（一部または全てが）異なるため，時間集計は複雑で時間がかかるということである．

本稿では，鳥居・志村（２０１３）と同様に食堂を対象とする．鳥居・志村（２０１３）と異なる点

は，「高校」の食堂という点と，「提供メニューは一つ」という点，および，ERPパッケージ
の導入を学校法人経営者が検討している点である．本稿では，ERPパッケージの導入を検討
している点に主眼を置き，ERPパッケージの導入による給食管理業務の改善効果の測定・評



51

調査時間計９時間２０分

出所：筆者作成．

表２ ヒアリング調査一覧

・研究目的・研究方法・研究手法を理解．
・食堂内調理場における作業フローを理
解．
・食堂提供メニューと ERPパッケージ
「楽献」を理解．
・材料費・労務費の集計方法を検討．
・対象期間，対象メニューを確認．
・原材料費の集計方法を確認．
・調理時間の集計方法を確認．
・共通材料費の配賦方法を確認，
・労務費の集計方法を確認
・経費の種類と配賦方法を確認．
・研究目的・研究方法・研究手法を再度理
解．
・高校食堂における「活動」の定義を確認．
・原材料価格（１２月１日付）の設定日を確
認．
・提供食事数（１００人分×３食/日）を確認．
・高校食堂における活動別の作業時間集計
方法を確認．
・共通経費の配賦方法を確認
・「楽献」導入時で想定される活動別の作
業時間を確認．
・管理栄養士によるメニュー検討時間を理
解．
・提供食事数（１００食×８３回：２０２２年１２月
稼働日）を確認．
・「活動」の定義を再確認．
・活動別作業時間の集計方法を確認．

・高校：副理事長
・食堂：食堂管理者

高校：副理事長

・高校：副理事長
・高校：総務部次長

・高校：副理事長
・高校：総務部次長
・会社：栄養管理課本部長
付
・会社：営業二課課長代理
・会社：栄養管理課管理栄
養士

・高校：副理事長
・高校：総務部次長
・会社：営業本部本部長
・会社：栄養管理課本部長
付
・会社：営業二課課長代理
・会社：栄養管理課管理栄
養士

高校

オン
ライ
ン
高校

長崎
大学

長崎
大学

１１:３０-１３:００
（０２:３０）

１８:００-１９:００
（０１:００）

１１:００-１４:００
（０３:００）

１０:００-１１:３０
（０１:３０）

１０:００-１２:２０
（０２:２０）

２０２２年
１２月１３日

２０２３年
１月２６日

２０２３年
２月１５日

２０２３年
２月２４日

２０２３年
３月１３日

内 容対 応 者場所
調査時間
（時間）

調査日

価に向けて，食堂への TDABCを実験的に導入する．
本研究に際して，高校については，学校法人奥田学園創成館高等学校（以下，高校という）

の副理事長，同法人総務部次長，給食管理業務を受託している株式会社コア（以下，食堂とい

う）の管理者から協力を得た．また，ERPパッケージの「楽献 RAKUKON」（以下，楽献と
いう）を開発・提供する会社については，協和商工株式会社（以下，会社という）の営業本部・

本部長，同社栄養管理課・本部長付，同社営業二課・課長代理，同社栄養管理課・管理栄養士

から協力を得た（本稿謝辞を参照）．

２０２２年１２月から調査を開始し，高校，食堂，および会社へのヒアリングを実施し，主に高校

と会社の対応者，および筆者によって，TDABCで集計すべきデータ種類とデータの集計方法
を検討・確定した（表２参照）．そして，高校，食堂，および会社から提供されたデータを用

いて，筆者が，TDABCによる原価計算を行い．ERPパッケージ導入による効果を測定・評
価した．
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写真１厨房（筆者撮影２２年１２月１３日） 写真２食事提供窓口（筆者撮影２２年１２月１３日）

写真３座席（筆者撮影２０２３年２月１５日） 写真４メニュー（筆者撮影２０２２年１２月１３日）

２.３ 高校食堂（創成館高校）の給食管理業務の概要

高校は長崎県諫早市に所在する私立学校である．１９６２年に設立し，普通科・４コース（特別

進学コース，普通コース，アスリートコース，キャリアライセンスコース）とデザイン科を設

置している．高校では，食堂へ，給食管理業務を委託している．

食堂は高校敷地内の独立した建屋である．食堂建屋の中に厨房があり，食事提供窓口から食

事が提供される（写真１・２参照）．利用者は食堂内の座席で食事をとる（写真３参照）．

生徒および教職員へ，朝食，昼食，夕食を提供しており，メニューは毎食で１つのメニュー

である．つまり，朝食で１つのメニュー，昼食で１つのメニュー，夕食で１つのメニューであ

る．たとえば，２０２２年１２月１３日の昼食メニューは１つであり，昼食メニューの詳細，つまり品

目は，ゆかりご飯，ジャンボ肉焼売，かき揚げうどんである（写真４参照）．

提供食数は平均して５００食/日である．実績値では，２０２２年１０月は５３１食/日，２０２２年１１月は５１１
食/日，２０２２年１２月は３９９食/日である．なお，年末年始では休学期間が影響し提供数は減る．
食堂の管理者（課長職）は，献立検討，食材発注，調理を担う．食堂の管理者は，高校より

提示された月間予算を基準として，献立（月間のメニューとメニューで使用する食材）を決定

する．献立検討時での留意していることは，①月間予算を厳守すること，②冷凍食品を使用せ

ず可能な限り素材から手作りすること，③余剰食材の発生を抑えること，④栄養バランスを考
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出所：協和商工㈱提供資料．

図１ ERPパッケージ「楽献RAKUKON」による給食管理業務

慮すること，である．高校と食堂では管理栄養士は不在であるため栄養価の計算・提示をして

いない．よって，上記④の「栄養バランス」とは，一般にいうバランスの良い食事を意味する．

食堂では，食材，調味料，消耗備品を，サプライヤー１０社から仕入れている．生鮮食品は毎

日（毎営業日）納品がされる．

食堂の社員数は１２名であり，うち，正社員が５名（食堂管理者の課長職１名含），パート社

員が７名である．１２名で，５：００～１８：００，月曜日～日曜日でシフトを組んでいる．たとえば，

月曜日では，正社員１名が５：００～１４：００の勤務，パート社員２名が５：００～１０：００の勤務，パー

ト社員１名が５：００～９：００の勤務，正社員３名が９：００～１８：００の勤務，パート社員２名が

１１：００～１６：００の勤務，パート社員１名が１１：００～１５：００の勤務である．

２.４ ERPパッケージ「楽献」の概要

「楽献 RAKUKON」（以下，楽献という）とは給食に関する業務統合を目的とした ERPパッ
ケージである．「楽献」では，「給食管理システム」を活用した「業務の効率化」を企図してお

り，給食に関する情報の一元管理を実現するものとされる．

具体的には，①献立の作成及び提供，②栄養価計算，③発注業務，④各種帳票類（週間・月

間献立表，発注書，検食簿，献立栄養計算書等），⑤調理方法の提供，⑥食材の提供，⑦各種

イベントの実施，⑧１食あたりの献立費用の計算及び調整，を提供する．このうち，①～④は

「給食管理システム」を通じて提供される（図１参照）．

従来，一般に広く使用されてきた栄養管理システムと「楽献」との違いは，「楽献」の給食

管理システムでは発注機能が組み込まれている点にある．また，「給食管理システム」へ，「食

材」，「価格」，「栄養価」を紐づかせることで，献立毎の食材，栄養価を確認することがきる．

また，献立毎の価格を管理することが可能となる（協和商工㈱栄養管理課・本部長付談）．

２.５ データの定義と集計方法

データ集計の対象を２０２２年１２月（１か月間）のメニューとした．食堂では，１日に朝食・昼

食・夕食を提供し，毎回の食事では１メニューを提供，毎回の食数を１００食と想定してデータ
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を集計した．しかし，同メニューに係る「供給されたキャパシティ・コスト（部門総費用）」，

「供給資源の実際キャパシティ（実際作業時間）」，「各活動の作業時間」が不明であるため，

各種証憑から集計した．そして，活動を定義し，活動別作業時間を集計した．以下では，定義

と集計方法を詳述する．

２.５.１ 材料費の集計

はじめに，「原材料名と原材料使用重量」を集計した．先述したように，毎食，１メニュー

であるが，メニューはいくつかの品目からなる．そこで，食堂から「メニュー表」と各メニュー

の「品目表」を入手し，１か月分の「メニュー別の品目表」を作成した．そして，調理手順か

ら，品目で使用する原材料名と原材料使用重量を集計した．

たとえば，先述したように２０２２年１２月１３日の昼食メニューは１つであり，昼食メニューの詳

細，つまり品目は，ゆかりご飯，ジャンボ肉焼売，かき揚げうどんである（前掲写真４参照）．

このうち，「ゆかりご飯」の原材料と使用量（１００食分）は，白米２２㎏，ゆかり２００ｇと集計し

た．「ジャンボ肉焼売」では．２００個，味付けポン酢３００ccであり，「かき揚げうどん」では，
玉ねぎ６㎏，人参３㎏，天ぷら粉３㎏，水３１ℓ，薄力粉２㎏，めんつゆ５ℓと集計した．

次に，品目で使用する「原材料の金額」を集計した．食堂では，日々の食材が，基本的に調

理する前日に納品される．そこで，サプライヤーの納品書に記載の食材名と金額から，品目で

使用する原材料の金額を集計した．しかし，１回の納品で，別日のメニューと共通して使用す

るもの（たとえば白米，野菜，調味料等）については２０２２年１２月１日の仕入価格で金額を集計

した．

２.５.２ 労務費等の集計

２０２２年１２月の社員１２名分の給与支給実績の合計額を労務費として集計した．また，２０２２年１２

月の各種料金支払い金額から，電気代，ガス代，消耗備品費を集計した．

２.５.３ 部門総費用の集計

材料費，労務費，水道光熱費，消耗備品費を合計し，「供給されたキャパシティ・コスト（部

門総費用）」（４,４７４,５３１円）を確定した．
２.５.４ 実際作業時間の集計

２０２２年１２月の社員１２名分の月間労働時間を合計し，「供給資源の実際キャパシティ（実際作

業時間）」（８８,７７０分）を確定した．
２.５.５ 活動の定義と，活動別の作業時間の集計

各活動の１件当たりキャパシティ量（平均単位時間等の推定値）を算定するために，「活動

別の作業時間」を集計した．なお，「活動別の作業時間」を，コスト・ドライバー量で除して，

各活動の１食当たりキャパシティ量（平均単位時間等の推定値）を算出する（TDABCのステッ
プ２）．

先述したように，社員は１２名で，その内訳は，正社員５名，パート社員７名である．食堂で

は，正社員は調理，献立作成，発注書作成，在庫管理，その他業務を担当し，パート社員は，

調理，盛込，片付，皿洗を担当する．調理を除き，正社員とパート社員とで，業務を分担して

いる．

そこで，各業務を TDABCでいう活動（①調理，②盛込，③片付，④皿洗，⑤献立作成，
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出所：筆者作成．

表３ 活動定義と活動従事者

パート社員

正社員正社員正社員正社員パート社員パート社員パート社員正社員従 事 者

その他在庫管理発注書作成献立作成皿洗片付盛込調理活動定義

出所：筆者作成．

表４ 活動別の作業時間（月間）

１３,４４０４,６２０７８０１,０２０１１,２００４,４５０１０,７５５２１,４２２作業時間（分）

その他在庫管理発注書作成献立作成皿洗片付盛込調理活動

⑥発注書作成，⑦在庫管理，⑧その他）として定義した（表３参照）．

そして，メニューの品目別で，２０２２年１２月（１ヶ月間）のメニュー全てについて，「活動別

の作業時間」を集計した（表４参照）．たとえば，２０２２年１２月１３日の昼食メニューの一品目の

「ゆかりご飯」（１００食分）では，「調理」を４０分，「盛込」を２０分，「片付」を１０分，「皿洗」を

３６分，「献立作成」を３分，「発注書作成」を３分，「在庫管理」を１５分，「その他」を４４分で集

計した．

３．結果及び考察

３.１ ERPパッケージ「楽献」導入前のデータ

ERPパッケージの「楽献」を導入する前の TDABCを以下のステップで集計した．そして，
結果をまとめたものが以下の表５である．

（１）キャパシティ・コスト率を計算する．

キャパシティ・コスト率＝
（１）供給されたキャパシティ・コスト（部門総費用）（金額）
（２）供給資源の実際キャパシティ（実際作業時間）（分）* ＝

（１）４,４７５,５３１円
（２）８８,７７０分*

＝５０.４１円/分
*社員１２名の月間労働時間

（２）各活動の１食当たりキャパシティ量（平均単位時間等の推定値）を計算する．

たとえば「調理」では次のように計算する．

２１,４２２分/月÷（１００食分×８３回*）＝２.５８分/食．
*２０２２年１２月の実績では，１日～２７日で８１回，１２月２８日は２回（朝・昼）提供．

（３）各活動のコスト・ドライバー率を計算する．

たとえば「調理」では次のように計算する．

キャパシティ・コスト率５０.４１円/分×キャパシティ量２.５８分/食＝１３０.１２円
（４）各活動のコスト・ドライバー量（件数）を把握する．
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表５ 「楽献」の導入前のTDABC

４,４７５,５３１８８,７７０合計

１,０６２,９４５２１,０８３未利用キャパシティ

３,４１２,５８６６７,６８７利用キャパシティ

６７７,６０７１３,４４０８,３００８１.６４１.６２その他

２３２,９２７４,６２０８,３００２８.０６０.５６在庫管理

３９,３２５７８０８,３００４.７４０.０９発注書作成

５１,４２６１,０２０８,３００６.２００.１２献立作成

５６４,６７２１１,２００８,３００６８.０３１.３５皿洗

２２４,３５６４,４５０８,３００２７.０３０.５４片付

５４２,２３７１０,７５５８,３００６５.３３１.３０盛込

１,０８０,０３６２１,４２２８,３００１３０.１２２.５８調理

総コスト
（円）

（＝②×③）

所要時間
（分）

（＝①×③）
③量
（食）

②コスト・ドライバー率
（円）

①単位時間
（分/食）

活 動
TDABCコスト・ドライバー

出所：筆者作成．

全ての活動で８,３００食と想定する．
（５）各活動の総コストを計算する．

たとえば「調理」では次のように計算する．

コスト・ドライバー率１３０.１２円×コスト・ドライバー量８,３００食＝１,０８０,０３６円
（６）各活動所要時間を計算する．

たとえば「調理」では次のように計算する．

キャパシティ量２.５８分/件×コスト・ドライバー量８,３００食＝２１,４２２時間*
*キャパシティ量の端数処理によって計算結果は不一致．

（７）未利用キャパシティを所要時間と総コストについて計算する．

所要時間の未利用キャパシティを次のように計算する．

実際作業時間８８,７７０分－活動所要時間計（利用キャパシティ）６７,６８７分＝２１,０８３分
また，総コストの未利用キャパシティを次のように計算する．

部門総費用４,４７５,５３１円－活動の総コスト計（利用キャパシティ）３,４１２,５８６円
=１,０６２,９４５円

３.２ ERPパッケージ「楽献」導入後のデータ

ERPパッケージ「楽献」によって，活動のうち「調理」，「献立作成」，「発注書作成」，「在
庫管理」，および「その他」において，時間削減，時間加算，プラス面，マイナス面が想定さ

れる．なお，「盛込」，「片付」，「皿洗」への効果・影響は予想されない（表６参照）．

活動のうち「献立作成」，「発注書作成」，「在庫管理」を，全て「楽献」で実施したと仮定す

ると，「楽献」を導入した後の活動別の月間作業時間は表７と想定される．「献立作成」で４分

（＝１分×４週），「発注書作成」で５４分（＝１３.５分×４週），「在庫管理」で４２０分（１５分×２８
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出所：創成館高校と協和商工㈱提供資料より筆者作成．

注：□時間削減，■時間加算，◎プラス面，●マイナス面

表６ 「楽献」の導入によって想定される効果・影響

●廃油売上減少
１,２５０円/月

■献立表アウトプッ
ト１分/１週間分

●「楽献」使用料
金１１,０００円/月

□既存献立１１分/メ
ニュー

■（生野菜）包装開
封時間０.５分/品目

◎管理栄養士によ
る栄養価評価

□荷受時間１５分 /
日

□１３.５分 /１週間
分

□新規献立１４１分/メ
ニュー

□（生野菜）カット
時間３分/品目

その他在庫管理発注書作成献立作成調理

出所：創成館高校と協和商工㈱提供資料より筆者作成．

表７ 「楽献」の導入後，活動別の作業時間（月間）の想定

１３,４４０４２０５４４１１,２００４,４５０１０,７５５２１,４２２作業時間（分）

その他在庫管理発注書作成献立作成皿洗片付盛込調理活動

表８ 「楽献」の導入後のTDABC の想定

４,４７５,５３１８８,７７０合計

１,３６２,５２４２７,０２５未利用キャパシティ

３,１１３,００８６１,７４５利用キャパシティ

６７７,６０７１３,４４０８,３００８１.６４１.６２その他

２１,１７５４２０８,３００２.５５０.０５在庫管理

２,７２３５４８,３０００.３３０.０１発注書作成

２０２４８,３０００.０２０.００献立作成

５６４,６７２１１,２００８,３００６８.０３１.３５皿洗

２２４,３５６４,４５０８,３００２７.０３０.５４片付

５４２,２３７１０,７５５８,３００６５.３３１.３０盛込

１,０８０,０３６２１,４２２８,３００１３０.１２２.５８調理

総コスト
（円）

（＝②×③）

所要時間
（分）

（＝①×③）
③量
（食）

②コスト・ドライバー率
（円）

①単位時間
（分/食）

活 動
TDABCコスト・ドライバー

出所：筆者作成．

注：端数処理による誤差がある．

日）である（表７参照）．

「献立作成」，「発注書作成」，「在庫管理」の作業時間の変化を反映させて，集計した TDABC
が以下の表８である．表８のうち，網掛け箇所は「楽献」の導入前の TDABCとの相違点で
ある．
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３.３ 効果の測定・評価

前掲表８で示した ERPパッケージ「楽献」の導入後の TDABCの集計（想定）をみると，
導入前と比べて，「未利用キャパシティ」のうち，所要時間では５,９４２分（月間），総コストで
は２９９,５７８円（月間）で増加した．
各活動では以下のような削減が想定される．

【献立作成】

月間所要時間１,０２０分から，４分へ．
月間総コスト５１,４２６円から，２０２円へ．
【発注書作成】

月間所要時間７８０分から，５４分へ．

月間総コスト３９,３２５円から，２,７２３円へ
【在庫管理】

月間所要時間４,６２０分から，４２０分へ．
月間総コスト２３２,９２７円から，２１,１７５円へ．

４．まとめ

本稿によって，以下の点が明らかとなった．

・高校食堂を対象とした TDABCによる原価計算は可能である．
・ERPパッケージの導入による給食管理業務の改善効果の測定・評価を TDABCによって
集計することが可能である．

また，「楽献」の導入による効果は以下である．

・所要時間では５,９４２分/月，総コストでは２９９,５７８円/月の削減が想定される．

TDABCによって「楽献」に導入による削減が時間と金額で示されたことになる．活動のう
ち「献立作成」，「発注書作成」，「在庫管理」は，前掲表３で示したように正社員による活動で

ある．ERPパッケージ「楽献」の導入によって，削減された業務時間分（余剰時間）は，正
社員による高付加価値業務へ費やすことが可能となる．たとえば，TDABCによる原価計算を
正社員が行うことである．削減された資源を他の活動へ使用することによって，企業活動の発

展へつなげることができる．TDABCはそのためのツールとして機能することが期待される．
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